





















Situations and Problems of Community Recovery 




























































日時 本震との時間差 出来事 情 双葉町 広野町
2011年３月９日 ２日前
11：45 ２日前 三陸沖地震。M7.3 理
11：48 ２日前 津波注意報発出 青森県太平洋岸～
福島
気
14：50 １日前 津波警報解除 気
2011年３月10日 １日前
６：28 １日前 津波注意報発出 福島県沿岸 気






































17：50 ３時間後 福島第２原発も政府に「10条通報」 政調





















14：30 24時間後 １号機、ベント実施 国調










































































5,940 5,972 5,812 5,809 5,757 5,681 5,577 5,534 5,492 5,453 5,412 5,385 5,397 5,168 5,080 5,045 4,992
7,949 7,902 7,637 7,539 7,480 7,454 7,363 7,156 7,104 7,032 6,973 6,900 6,889
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都道府県 数 ％ 都道府県 数 ％
１ 北海道 19 0.27 25 滋賀県 1 0.01
２ 青森県 19 0.27 26 京都府 10 0.14
３ 岩手県 8 0.11 27 大阪府 5 0.07
４ 宮城県 226 3.24 28 兵庫県 2 0.03
５ 秋田県 14 0.20 29 奈良県 ─ ─
６ 山形県 38 0.54 30 和歌山県 ─ ─
７ 福島県 4,051 58.05 31 鳥取県 ─ ─
８ 茨城県 451 6.46 32 島根県 17 0.24
９ 栃木県 157 2.25 33 岡山県 3 0.04
10 群馬県 40 0.57 34 広島県 4 0.06
11 埼玉県 869 12.45 35 山口県 ─ ─
12 千葉県 172 2.46 36 徳島県 ─ ─
13 東京都 347 4.97 37 香川県 ─ ─
14 神奈川県 189 2.71 38 愛媛県 5 0.07
15 新潟県 166 2.38 39 高知県 ─ ─
16 富山県 13 0.19 40 福岡県 9 0.13
17 石川県 15 0.21 41 佐賀県 4 0.06
18 福井県 9 0.13 42 長崎県 5 0.07
19 山梨県 11 0.16 43 熊本県 2 0.03
20 長野県 16 0.23 44 大分県 6 0.09
21 岐阜県 10 0.14 45 宮崎県 ─ ─
22 静岡県 36 0.52 46 鹿児島県 16 0.23
23 愛知県 5 0.07 47 沖縄県 4 0.06




市町村 数 ％ 市町村 数 ％
１ 福島市 332 8.20 15 鏡石町 9 0.22
２ 会津若松市 76 1.88 16 猪苗代町 21 0.52
３ 郡山市 729 18.00 17 会津坂下町 16 0.39
４ いわき市 2,019 49.84 18 会津美里町 13 0.32
５ 白河市 238 5.88 19 西郷村 39 0.96
６ 須賀川市 55 1.36 20 矢吹町 31 0.77
７ 喜多方市 9 0.22 21 棚倉町 11 0.27
８ 相馬市 54 1.33 22 塙町 9 0.22
９ 二本松市 19 0.47 23 平田村 6 0.15
10 田村市 21 0.52 24 三春町 13 0.32
11 南相馬市 204 5.04 25 広野町 23 0.57
12 伊達市 17 0.42 26 新地町 7 0.17
13 本宮市 52 1.28













































市町村別内訳 入居戸数 入居人数 入居戸数 入居人数 入居戸数 入居人数 入居戸数 入居人数 入居戸数 入居人数 人数 人数
双葉町
福島市  44  65  6  6
675 1,242 3 3 8 26 117 1,992
郡山市  77 125  2  5
白河市  42  66  3 10
会津若松市   5  12  0  0
猪苗代町   5  14 ─ ─
いわき市 180 301 ─ ─
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注：住民基本台帳は各月末日、帰町データは各月25日前後。
資料：広野町「広報ひろの」より作成
図2. 7　町民帰町の推移
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　双葉町（行政）としては、仮設住宅、借上げ住宅入居者とも、個別に情報提供しているが、町民が集まっている仮
設住宅では、お互いが情報の確認を行ったり、行政職員を呼んで直接話しを聞く機会を設けることができるものの、
借上げ住宅入居者は広報等を通じた一方向の情報を個別に受け取るのみであったことから、情報の格差が生じていっ
たものと思われる。町民に対するヒアリングの中では、全国からの支援物資についても仮設住宅には届くのに借上げ
住宅入居者には届かないというような声も聞かれた。
　双葉町では一部、避難指示解除準備区域があるものの町土面積の４％に過ぎず、また町の中心部に除染廃棄物の中
間貯蔵施設（最終処分場が決まるまで最長30年間の除染廃棄物の保管を行う施設）が整備されることになっているこ
となどから、町民の帰還の目途は立っておらず、そうしたなかで町民としての絆を維持していくための町民コミュニ
ティの存在が重要となっている。今後はいわき市などに大規模な双葉町民を対象とする復興公営住宅が整備されるこ
とから、新たな町民コミュニティが再生されることとなり、その形成過程も大きな課題となるが、それ以上にばらば
らに居住している借上げ住宅や個別に生活している町民の絆をどう維持していくのか、そのために必要な町民コミュ
ニティとはどうあるべきかが課題となっている。
　このようななか、町民が中心となってコミュニティを形成するケースが見られている。最も多くの借上げ住宅入居
者が住んでいる郡山市では、借上げ住宅入居者への情報や支援物資の提供が遅れたり届かなかったりすることから、
それらの受け皿となる組織を作ってはどうかという県のアドバイスもあり、平成24年１月に町民有志によって「双葉
町県中地区借上げ住宅自治会（後に双葉町県中地区自治会に変更）」の発起人会を開催し、翌２月に設置届を町に提
出し活動を開始している。発起人会のメンバーには行政区長などもいるが、中心となって活動した人には震災前には
地域活動などに関わった経験のない人もいるなど、震災を契機に新しいコミュニティの担い手が誕生している。
　同自治会は平成24年12月に、NPO中間支援組織等を経由して民間企業の助成事業を獲得し自治会の拠点となる施
設の整備とその運営を行うようになっている。施設は平成25年５月に「双葉せんだん広場」としてオープンした。自
治会のメンバーは郡山市全域に点在しており、町民から町民への口伝えやスーパー等人の集まる所でのチラシ配布等
といった地道な方法で広めており、初年度でおおよそ100世帯250名の入会となっている。おおよそ300世帯が郡山市
内の借上げ住宅に入居していると見られることから加入率は３割となっている。
　その後、自治会では月１回の定例会を開催し、町からの情報提供や東京電力からの賠償に関する説明会等を中心と
しながら、町民同士が交流したり楽しんだりできる企画を併せて開催するなど、町民の期待に応える内容へ留意しな
がら、平成26年12月まで毎月開催し、平成27年１月以降は隔月開催となっている。
　同自治会が自ら確保した施設については、平成26年４月より双葉町が運営することとなり、自治会の運営スタッフ
３名は双葉町の復興支援員として勤務している。双葉町が運営することにより長期的に安定的に継続されることと
なったが、町の施設とすることにより町民以外の利用が制限される（後、解決）などの問題も発生した。
　いわゆる自治会は、その地域の問題や課題を住民自らが解決し、より良い方向へ地域づくりを行っていく組織であ
るが、「双葉町県中地区自治会」は双葉町民の交流と絆の維持を目的とする自治会であり、その活動内容は異なって
いる。しかしながら、郡山市の地元自治会との交流を目指す等、「双葉せんだん広場」を中心に周辺地域の住民との
交流機会を拡充し、原子力災害被災地で長らく避難が続く住民のコミュニティ組織として、新たな役割を担っている。
　震災から５年が経過しようとするなか、同自治会の新たな役割や機能が求められるようになっている。特に設立時
のニーズであった情報不足に対しては、双葉町（行政）からタブレット端末が提供され、わかりやすい情報内容や利
用方法の丁寧な講習を実施するなどにより、情報不足が次第に解消されており、情報を求めるだけで町民が集まると
いう機会が少なくなっている。また、定例会で実施されている町民のための企画についても、次第にマンネリ化する
など、参加者が徐々に少なくなりつつあること、自治会加入者の高齢化が進んでいることとなどの課題を抱えている。
３－２．広野町
　広野町は、平成27年12月時点でおよそ５割弱の町民が帰町（住民基本台帳ベース）しているものと思われ、町民の
帰町に伴って震災前の行政区単位のコミュニティ活動も次第に復活されていくことが期待されるが、町民によると、
活動の担い手となる若い世代の帰町が遅れていること、そもそも震災前も地域のコミュニティ活動が脆弱になってい
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東日本大震災・原子力災害被災地域におけるコミュニティ再生の現状と課題
たことなどにより、地域のコミュニティ活動再開に向けて大きな課題を抱えているという指摘もある。
　一方で、震災を契機にいわき市をはじめ全国からボランティアや地域の復旧・復興に向けて支援を申し出るNPO
等が多数、来町し活動を行っている。現在も継続して広野町の住民と関わっている組織として、一般企業のほか、「い
わきおてんとSUN企業組合」、「認定NPO法人JKSK女性の活力を社会の活力に」などがあり、その他、復興大学（学
都仙台コンソーシアム）などの学生の関わりなどが、地域住民による活動を支援している。
　広野町のなかでも、震災前より「NPO法人ハッピーロードネット」や「NPO法人劇団ぽっぽ」「広野昇龍太鼓」
など子育てや教育、まちづくりなどを行うNPO等が活動を行っていたが、震災後は、これまで地域活動に関わって
こなかった住民が、震災を通じて行政への依存体質を反省し、地域に関わっていこうとする機運が高まっている。
　いわき市で既に取り組まれていたオリーブの植樹を通じた復旧・復興の運動を参考に、広野町において展開する
「広野オリーブ村」も震災前はほとんど交流のない人どうしが繋がり、活動を展開している。また「広野がんばっ会」、
「浅見川ゆめ会議」、仮設住宅に住む高齢者等が作る手作りのホットパックの販売を支援する「がんばっぺ広野町じん
わりほかほか米ぬかホットパック復興支援プロジェクト」、「ひろのみらい café」等、様々な活動が展開されるよう
になっている。
　さらに、個々の活動を支援するとともに、各団体のプラットフォームの役割を担うことを目的に結成された「広野
サステナブルコミュニティ推進協議会」は、平成27年度、復興庁の「新しい東北」先導モデル事業の一環として「双
葉８町村に春を呼ぶ！広野わいわいプロジェクト」を受託し、広野パークフェスや防災緑地でのプレゼントツリーの
実施、特産品を活用した商品開発を目指すなど、町民の仕事の創出、町民の帰還促進とコミュニティの再生を目的と
して活動に取り組んでいる。同協議会は平成27年７月29日に名称を「広野わいわいプロジェクト」とし、平成28年１
月現在NPO法人取得を目指している。
　このプロジェクトの参加メンバーも、震災前からコミュニティ活動に取り組んでいた人ではなく、震災を契機に
様々な経歴を持つ住民が横のつながりを作りながら活動の広がりを見せている。課題としては、活動メンバーの横の
連帯が広がっているとはいえ、多くの人が複数の活動に関わっており、今後は新しい人材の確保が不可欠となるとと
もに、継続的な活動の自立に向けて、運営資金を安定的に確保する体制づくりなどが求められている。
おわりに
　東日本大震災及び原子力災害を経験した双葉町、広野町の新しいコミュニティの形成の概略を記してきたが、これ
らの取組や活動が今後どのように推移していくのかを見守り続けるとともに、新しいコミュニティ形成に関する既往
研究を踏まえながら、取組や活動が継続、発展していくための諸条件と課題解決方策に関する地域社会学や地域経営
学等、様々なアプローチについて研究を行い、被災地域住民の一日も早い復旧・復興、再生に一つでも貢献できれば
と節に望む次第である。
注
⑴　気象庁　平成23年４月　地震・火山月報（防災編）
⑵　全国原子力発電所所在市町村協議会　「福島第一原子力発電所事故による原子力災害被災自治体等調査結果」平成24年３月
⑶　表中の略称　地：国土交通省東北地方整備局、NHK：NHK、NNN：日本テレビ系、河：河北新報、朝：朝日新聞、気：気象庁、国調：
東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会事故調）、政調：政府事故調査委員会（政府事故調）、民調：福島原発事故検証委員会（民
間事故調）、理：国立天文台編「理科年表」（第86版）、双葉町：東日本大震災関係資料（筑波大学復興再生支援プログラム http://www.
slis.tsukuba.ac.jp/futaba-archives/（20160101検索）、広野町：福島県広野町東日本大震災の記録〔Ⅰ〕
